
 

 

令和４年第３回東金市議会定例会 議案の概要 

 

第１号議案 東金市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例の制定につい

て 

・人事院の意見の申出等を踏まえた国家公務員の育児休業の取得要件の緩和等に関する措

置に準ずるため、地方公務員の育児休業等に関する法律の一部が改正されたことに伴い

、本市の職員についても同様の措置を講ずるに当たり、関係規定について所要の改正を

行うため、「東金市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例」の制定につ

いて、議会の議決を求めるものです。 

 

第２号議案 令和３年度東金市一般会計決算の認定について 

・歳入総額が228億2,683万6千円となり、歳出総額が214億5,333万5千円となった令和３年

度東金市一般会計決算について、議会の認定を求めるものです。 

 

第３号議案 令和３年度東金市国民健康保険事業特別会計決算の認定について 

・歳入総額が65億3,273万5千円となり、歳出総額が64億4,091万円となった令和３年度東

金市国民健康保険事業特別会計決算について、議会の認定を求めるものです。 

 

第４号議案 令和３年度東金市後期高齢者医療特別会計決算の認定について 

・歳入総額が6億8,162万9千円となり、歳出総額が6億7,574万6千円となった令和３年度東

金市後期高齢者医療特別会計決算について、議会の認定を求めるものです。 

 

第５号議案 令和３年度東金市介護保険事業特別会計決算の認定について 

・歳入総額が47億4,641万1千円となり、歳出総額が47億3,322万3千円となった令和３年度

東金市介護保険事業特別会計決算について、議会の認定を求めるものです。 

 

第６号議案 令和３年度東金市介護予防支援事業特別会計決算の認定について 

・歳入総額が602万7千円となり、歳出総額が602万7千円となった令和３年度東金市介護予

防支援事業特別会計決算について、議会の認定を求めるものです。 

 

第７号議案 令和３年度東金市病院事業特別会計決算の認定について 

・歳入総額が13億3,517万8千円となり、歳出総額が13億3,517万8千円となった令和３年度

東金市病院事業特別会計決算について、議会の認定を求めるものです。 

 

第８号議案 令和３年度東金市下水道事業会計剰余金の処分及び決算の認定について 

・令和３年度未処分利益剰余金3億575万5千円のうち6,949万3千円を減債積立金に、3千万



 

 

 

円を建設改良積立金に積み立て、1億3,966万8千円と6,659万4千円を資本金に組み入れ

る剰余金処分について議会の議決を求め、収益的収支の収入が21億6,582万3千円、支出

が19億2,490万1千円、資本的収支の収入が1億5,048万4千円、支出が8億6,164万4千円と

なった令和３年度東金市下水道事業会計決算について、議会の認定を求めるものです。 

 

第９号議案 令和３年度東金市ガス事業会計決算の認定について 

・収益的収支の収入が11億6,041万5千円、支出が11億8,580万3千円、資本的収支の収入が 

 83万2千円、支出が1億2,866万1千円となった令和３年度東金市ガス事業会計決算につい 

 て、議会の認定を求めるものです。 

 

第１０号議案 令和４年度東金市一般会計補正予算（第４号）について 

・既定の予算額 205 億 7,154 万 9 千円に歳入歳出それぞれ 2 億 4,975 万 5 千円を追加し、

予算の総額を 208 億 2,130 万 4 千円とすることについて、議会の議決を求めるものです

。 

 

第１１号議案 令和４年度東金市介護保険事業特別会計補正予算（第１号）について 

・既定の予算額 48 億 5,600 万円に歳入歳出それぞれ 2,770 万 6 千円を追加し、予算の総

額を 48 億 8,370 万 6 千円とすることについて、議会の議決を求めるものです。 

 

第１２号議案 財産の取得について 

・令和４年７月２０日一般競争入札に付した東金市立幼稚園、小学校及び中学校給食用食

器一式の取得について、地方自治法第９６条第１項第８号及び議会の議決に付すべき契

約及び財産の取得又は処分に関する条例第３条の規定により、議会の議決を求めるもの

です。 

 

第１３号議案 千葉県市町村総合事務組合を組織する地方公共団体の数の増減及び千葉県

市町村総合事務組合規約の変更に関する協議について 

・千葉県市町村総合事務組合を組織する地方公共団体の数の増加及び千葉県市町村総合事

務組合規約の一部を改正する規約を制定することについて、地方自治法第２８６条第１

項の規定により関係地方公共団体と協議するに当たり、同法第２９０条の規定により議

会の議決を求めるものです。 


